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（2021 年 12 月 1 日受理） 

 

マイナーアクチノイドの核変換を目的とする加速器駆動システム（ADS）はいかなる状態に

おいても未臨界であることが測定によって確かめられる必要がある。これまでの検討で、運転

前段階において所定の未臨界度へ安全かつ効率的に近接する手順を考案した。本手順では、未

臨界度の絶対値測定が可能な面積比法によって初期状態の未臨界度校正点を与える。しかし、

面積比法はパルス中性子源を用いるが、現実的に測定を行うための具体的な加速器のパラメー

タについては未検討であった。本検討では、未臨界度の測定不確かさに検出器の不感時間に起

因する不確かさと計数率の統計的不確かさを考慮し、加速器パラメータを決定した。加えて、

検出器に核分裂計数管の使用を仮定した場合のサンプル核種の塗布量の概算を行った。 
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 It has to be confirmed that the accelerator-driven system (ADS), which is dedicated to 

transmuting minor actinides, is subcritical in any state by measurements. In the previous research, we 

have proposed a procedure in which the core safely and efficiently approaches the target subcriticality 

before the operation. In this procedure, the reference value of the subcriticality at the initial state is 

measured by the area ratio method capable of the absolute value measurement. The area ratio method 

uses a pulsed neutron source. However, specific and practical parameters of the accelerator for the area 

ratio method have not been determined. In this study, we determined the accelerator parameters with the 

consideration of the uncertainties derived by the dead-time of the detector and the statistical error of the 

count ratio. In addition, we estimate the coating amount of the sample nuclide in the assumption of the 

use of the fission chambers. 
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1. 序論 

 

日本原子力研究開発機構（JAEA）では、高レベル放射性廃棄物から分離されるマイナーアク

チノイド（MA: Minor Actinide）の核変換を目的として、加速器駆動システム（ADS: Accelerator-

Driven System）の研究開発を行っている 1,2)。JAEA で検討している ADS は、MA 窒化物を燃料

とした未臨界炉心と 1.5 GeV の陽子ビームをターゲットである鉛ビスマス共晶合金（LBE: Lead 

Bismuth Eutectic）に照射することで発生する核破砕中性子源からなるシステムである。ADS は

多量の MA を装荷するため、実効遅発中性子割合が小さい（200 pcm 未満）、ドップラー反応度

が小さい、といった特徴を持つため、炉心を未臨界とすることで安全性・制御性を高めている。

一方、炉心の未臨界度が浅いほど、核分裂連鎖反応が持続し、中性子経済が効率化されるため、

より多くの MA 核変換量が期待できる。ADS では核破砕中性子源を外部中性子源として MA の

核分裂連鎖反応によって生じる核分裂中性子を用いた核変換を狙っているため、安全性と経済

性どちらも考慮した適切な未臨界度（現在の設計ではサイクル初期実効増倍率が 0.98）が設定

される。したがって、ADS が常に未臨界であること、また所定の未臨界度であることが測定に

よって確かめられなければならない。 

これまでの検討で、ADS の運転前段階において決して臨界に達することなく安全に所定の未

臨界度へ近接される手順を考案した 3)。本手順では、MA の自発核分裂源を用いた中性子源増

倍法（NSM 法: Neutron Source Multiplication 法）4)によって未臨界度の監視を行う。MA の自発

核分裂源を用いることから、燃料装荷中に加速器を用いることなく、連続的に未臨界度を監視

することが可能となる。NSM 法は燃料装荷前後の相対的な未臨界度変化のみを測定する手法で

あるので、十分深い未臨界度の初期状態において 1.5 GeV の陽子ビームを用いた面積比法 5)の

測定を実施し、未臨界度を校正する。 

本検討では提案した手順の具体化検討として、実用的な測定を行うための加速器パラメータ

の決定を行う。また、今後の運転シナリオ策定に向けたフィードバックを行うため、検出器の

仕様や測定時間についての検討も行う。 

第 2 章では、面積比法の測定誤差として不感時間に起因する計数率の不確かさと、ポアソン

分布を仮定した計数率の統計的不確かさの式導出を行う。第 3 章では、加速器パラメータの決

定に必要な炉心パラメータの計算条件と結果を示し、得られたパラメータを代入して測定が成

立する条件を決定する。第 4 章を結論とする。 
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2. 不確かさの定式化 

 

これまでの検討で、所定の未臨界度へ安全かつ効率的に近接する手順として、未臨界近接手

順を考案した 3)。本手順では、十分深い未臨界度の初期状態において、運転時と同じ 1.5 GeV の

陽子加速器を用いて面積比法の測定を実施して未臨界度の校正を行ったのち、MA 燃料の自発

核分裂源を用いた NSM 法によってビーム窓・燃料交換装置の置換や燃料集合体装荷に伴う未

臨界度変化を監視し、次のステップに装荷すべき燃料集合体数を予測する（Fig. 2-1）。 

面積比法は、パルス中性子源法に分類される手法の一つで、未臨界度の絶対値測定が可能で

ある。面積比法では、測定対象の未臨界体系に周期パルス中性子を打ち込み、パルス中性子入

射後の中性子計数率の即発中性子成分と遅発中性子成分の比からドル単位の未臨界度を測定す

る（Fig. 2-2）。ドル単位の未臨界度は Fig. 2-2 中の即発中性子成分の面積𝐴𝐴�と遅発中性子成分の

面積𝐴𝐴�を用いて�−𝜌𝜌� = 𝐴𝐴� 𝐴𝐴�⁄ として求められる。 

面積比法ではパルス中性子源を用いることから、パルス入射直後の炉心内の高速中性子の計

数率が大きくなり、不感時間に起因する測定不確かさが混入する。不感時間の影響を低減する

ためには、パルス当たりの中性子源強度を小さくする必要がある。しかし、MA の自発核分裂

源に起因する定常的なバックグラウンド成分を除去する必要があることから、計数率の遅発中

性子成分の統計的不確かさを低減するためには、時間平均のパルス中性子源強度は大きい方が

良い。すなわち、加速器のピーク電流値、パルス幅、パルス繰り返しに応じて面積比法の測定

精度が変化する。本検討では、運転時と同じ 1.5 GeV の陽子加速器の使用を仮定し、不感時間

に起因する不確かさと計数率の統計的不確かさとの線形和を測定不確かさとみなす場合、測定

不確かさがある値より小さくなるために必要な加速器パラメータの条件探索を行う。 

 

2.1  不感時間に起因する不確かさ 

未臨界体系に周期的なパルス中性子に打ち込むと、パルス中性子入射後の計数率の即発中性

子成分は瞬間的に増加し、その後指数関数的に急峻に減衰する。検出器の不感時間によって計

数に数え落としが生じると、測定される見かけの即発中性子成分の面積と真値には差が生じ、

測定される未臨界度に不確かさが生じる。本検討では、見かけの面積比と真の面積比との相対

差異を面積比法の不確かさであると仮定し、この不確かさをある値より小さくとどめるために

許容される計数率の最大値の定式化を行う。 

今、一点炉近似を仮定し、即発中性子減衰定数を𝛼𝛼、パルス幅を𝑡𝑡�、パルス入射後の計数率の

最大値を𝐶𝐶�����とすると、矩形パルス入射後の即発成分の計数率𝑐𝑐��𝑡𝑡�は次式で与えられる。 

𝑐𝑐��𝑡𝑡� = �
1 − exp�−𝛼𝛼𝑡𝑡�
1 − exp�−𝛼𝛼𝑡𝑡�� 𝐶𝐶����� 𝑓𝑓𝑜𝑜𝑜𝑜 𝑡𝑡 𝑜 𝑡𝑡�
exp�−𝛼𝛼�𝑡𝑡 − 𝑡𝑡��� 𝐶𝐶����� 𝑓𝑓𝑜𝑜𝑜𝑜 𝑡𝑡 𝑜 𝑡𝑡�

 (1) 

即発中性子成分はパルス周期内で十分減衰しているとみなせる。したがって、即発中性子成分

の面積𝐴𝐴�は式(1)を𝑡𝑡 = 𝑡𝑡𝑡の範囲で積分することで次式のように得られる。 

𝐴𝐴� =
𝐶𝐶�����𝑡𝑡�

1 − exp�−𝛼𝛼𝑡𝑡�� (2) 
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ここで、検出器の不感時間を𝑡𝑡�とし、数え落としによる計数率の低下が定常時の非まひ型モデ

ル 6)と同じ式で与えられると仮定すると、見かけの計数率�̃�𝑐��𝑡𝑡�は次式で与えられる。 

�̃�𝑐��𝑡𝑡� =
𝑐𝑐��𝑡𝑡�

1 + 𝑐𝑐��𝑡𝑡�𝑡𝑡� (3) 

したがって、実際に測定される即発成分の見かけの面積𝐴𝐴��は式(3)を同様に𝑡𝑡 = 𝑡𝑡𝑡の範囲で積

分することで次式のように得られる。 

𝐴𝐴�� =
𝐶𝐶�����𝑡𝑡�

1 − exp�−𝛼𝛼𝑡𝑡�� + 𝐶𝐶�����𝑡𝑡� ⋅ �1 +
ln�1 + 𝐶𝐶�����𝑡𝑡��

𝛼𝛼𝑡𝑡� � (4) 

本検討では、式(2)と式(4)の相対差異を面積比法による未臨界度測定結果の不感時間に起因する

相対不確かさと仮定する。 
パルス幅が十分小さく、パルスがほぼデルタ関数とみなせるとき、式(2)と式(4)の相対差異𝛿𝛿

は次式で与えられる。 

𝛿𝛿 𝛿 𝐴𝐴� − 𝐴𝐴��
𝐴𝐴� = 1 − ln�1 + 𝐶𝐶�����𝑡𝑡��

𝐶𝐶�����𝑡𝑡�  (5) 

不感時間起因の不確かさの許容値を𝜖𝜖���とし、この相対差異が𝜖𝜖���よりも小さく抑えられるた

めの𝐶𝐶�����の条件は、𝐶𝐶�����𝑡𝑡� ≪ 1と仮定すると次式で与えられる。 

𝐶𝐶����� <
2𝜖𝜖���
𝑡𝑡�  (6) 

一方、パルス幅が即発成分の応答の早さに比べて十分に長い場合（𝛼𝛼𝑡𝑡� ≫ 1）、式(2)と式(4)の相

対差異は次式で与えられる。 

𝛿𝛿 = 𝐶𝐶�����𝑡𝑡�
1 + 𝐶𝐶�����𝑡𝑡� (7) 

この相対差異が𝜖𝜖���より小さくなる計数率は次式で与えられる。 

𝐶𝐶����� <
𝜖𝜖���

1 − 𝜖𝜖��� ⋅
1
𝑡𝑡� (8) 

式(6)と式(8)から、𝜖𝜖��� ≪ 1 とすると、𝐶𝐶�����の上限は𝜖𝜖���に比例することがわかる。ここから 
𝜖𝜖��� についての摂動論的考察から、次式が得られる。 

𝐶𝐶����� <
1 − exp�−𝛼𝛼𝑡𝑡��

𝑌𝑌�𝛼𝛼𝑡𝑡�� ⋅ 𝜖𝜖���𝑡𝑡�  (9) 

ここで、𝑌𝑌�𝜇𝜇�は以下で定義される。 

𝑌𝑌�𝜇𝜇� = 1 − 1 − exp�−𝜇𝜇�
𝜇𝜇  (10)

式(9)は 𝜖𝜖��� ≪ 1 の時、𝑡𝑡� → 𝑡 で式(6)に、𝛼𝛼𝑡𝑡� ≫ 1 で式(8)に一致する。 
なお、パルス中性子源法の数え落としによる影響に関する研究 7)において、見かけの計数率

が一般的に用いられるまひ型または非まひ型モデルに厳密には従わないことが指摘されている。

これは、計数率が非定常であることに加え、一回の核分裂または核破砕で複数の中性子が同時

に発生するため各中性子の検出に相関が生じ、中性子の検出がポアソン過程でなくなるためで

ある。しかし、3.2 節で述べられる通り面積比法の測定に使用される検出器感度（検出効率）は
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2. 不確かさの定式化 

 

これまでの検討で、所定の未臨界度へ安全かつ効率的に近接する手順として、未臨界近接手

順を考案した 3)。本手順では、十分深い未臨界度の初期状態において、運転時と同じ 1.5 GeV の

陽子加速器を用いて面積比法の測定を実施して未臨界度の校正を行ったのち、MA 燃料の自発

核分裂源を用いた NSM 法によってビーム窓・燃料交換装置の置換や燃料集合体装荷に伴う未

臨界度変化を監視し、次のステップに装荷すべき燃料集合体数を予測する（Fig. 2-1）。 

面積比法は、パルス中性子源法に分類される手法の一つで、未臨界度の絶対値測定が可能で

ある。面積比法では、測定対象の未臨界体系に周期パルス中性子を打ち込み、パルス中性子入

射後の中性子計数率の即発中性子成分と遅発中性子成分の比からドル単位の未臨界度を測定す

る（Fig. 2-2）。ドル単位の未臨界度は Fig. 2-2 中の即発中性子成分の面積𝐴𝐴�と遅発中性子成分の

面積𝐴𝐴�を用いて�−𝜌𝜌� = 𝐴𝐴� 𝐴𝐴�⁄ として求められる。 

面積比法ではパルス中性子源を用いることから、パルス入射直後の炉心内の高速中性子の計

数率が大きくなり、不感時間に起因する測定不確かさが混入する。不感時間の影響を低減する

ためには、パルス当たりの中性子源強度を小さくする必要がある。しかし、MA の自発核分裂

源に起因する定常的なバックグラウンド成分を除去する必要があることから、計数率の遅発中

性子成分の統計的不確かさを低減するためには、時間平均のパルス中性子源強度は大きい方が

良い。すなわち、加速器のピーク電流値、パルス幅、パルス繰り返しに応じて面積比法の測定

精度が変化する。本検討では、運転時と同じ 1.5 GeV の陽子加速器の使用を仮定し、不感時間

に起因する不確かさと計数率の統計的不確かさとの線形和を測定不確かさとみなす場合、測定

不確かさがある値より小さくなるために必要な加速器パラメータの条件探索を行う。 

 

2.1  不感時間に起因する不確かさ 

未臨界体系に周期的なパルス中性子に打ち込むと、パルス中性子入射後の計数率の即発中性

子成分は瞬間的に増加し、その後指数関数的に急峻に減衰する。検出器の不感時間によって計

数に数え落としが生じると、測定される見かけの即発中性子成分の面積と真値には差が生じ、

測定される未臨界度に不確かさが生じる。本検討では、見かけの面積比と真の面積比との相対

差異を面積比法の不確かさであると仮定し、この不確かさをある値より小さくとどめるために

許容される計数率の最大値の定式化を行う。 

今、一点炉近似を仮定し、即発中性子減衰定数を𝛼𝛼、パルス幅を𝑡𝑡�、パルス入射後の計数率の

最大値を𝐶𝐶�����とすると、矩形パルス入射後の即発成分の計数率𝑐𝑐��𝑡𝑡�は次式で与えられる。 

𝑐𝑐��𝑡𝑡� = �
1 − exp�−𝛼𝛼𝑡𝑡�
1 − exp�−𝛼𝛼𝑡𝑡�� 𝐶𝐶����� 𝑓𝑓𝑜𝑜𝑜𝑜 𝑡𝑡 𝑜 𝑡𝑡�
exp�−𝛼𝛼�𝑡𝑡 − 𝑡𝑡��� 𝐶𝐶����� 𝑓𝑓𝑜𝑜𝑜𝑜 𝑡𝑡 𝑜 𝑡𝑡�

 (1) 

即発中性子成分はパルス周期内で十分減衰しているとみなせる。したがって、即発中性子成分

の面積𝐴𝐴�は式(1)を𝑡𝑡 = 𝑡𝑡𝑡の範囲で積分することで次式のように得られる。 

𝐴𝐴� =
𝐶𝐶�����𝑡𝑡�

1 − exp�−𝛼𝛼𝑡𝑡�� (2) 
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非常に小さいため、中性子検出間の相関は無視できる1。また、不感時間が小さく𝛼𝛼𝛼𝛼� < 1であれ

ば不感時間内の中性子計数率の時間変化は小さく、定常状態の式で近似できると期待できる。

本検討では式導出が容易であることから定常状態の非まひ型モデルを仮定して不確かさの概算

を行った。 

 

2.2  計数率の統計的不確かさ 

一般に、放射線の検出はランダム過程であり、その観測による測定には統計的不確かさが含

まれる。中性子の検出がポアソン分布に従うと仮定すると、計数率の標準偏差は測定時間の平

方根に反比例して小さくなる。本検討では計数率の統計的不確かさから伝播する面積比の不確

かさを考え、この不確かさをある値より小さくするために必要な測定時間について定式化を行

う。以下では統計的不確かさは 1σとする。 
即発成分と遅発成分の相関を無視すると、未臨界度の相対不確かさは次式で与えられる。 

Δ�−𝜌𝜌�
�−𝜌𝜌� = ��Δ𝐴𝐴�𝐴𝐴� �

�
+ �Δ𝐴𝐴�𝐴𝐴� �

�
 (11)

パルス間隔を𝑇𝑇とすると、パルス平均の計数率の即発中性子成分は𝐴𝐴� 𝑇𝑇⁄ で与えられるため、即

発成分の相対不確かさは次式で与えられる。 

Δ𝐴𝐴�
𝐴𝐴� = � 𝑇𝑇

𝐴𝐴�𝑇𝑇� (12)

測定上、遅発成分は自発核分裂源由来のバックグラウンド（BG）成分との和として与えられる

計数率から、別に測定する BG 成分を差し引くことで得られる。遅発成分の計数率を𝐶𝐶�、BG 成

分の計数率を𝐶𝐶��とすると遅発成分の相対不確かさは次式で与えられる。なお、BG 成分の計数

率の測定は十分長時間で測定され、BG 成分の計数率の不確かさは十分小さいものとする。 

Δ𝐶𝐶�
𝐶𝐶� = Δ𝐴𝐴�

𝐴𝐴� = �1 + 𝐶𝐶�� ∕ 𝐶𝐶�
𝐶𝐶�𝑇𝑇�  (13)

ここで、𝐴𝐴� = 𝐶𝐶�𝑇𝑇 = 𝐴𝐴� �−𝜌𝜌�⁄ であることに注意すると、式(11)は次式に変形される。 

Δ�−𝜌𝜌�
�−𝜌𝜌� = � 1

𝑇𝑇� ⋅
1 + �1 + 𝐶𝐶��𝐶𝐶� � ⋅ �−𝜌𝜌�

�𝐴𝐴�𝑇𝑇 �
 (14)

したがって、面積比の統計的不確かさの許容値を𝜖𝜖���とすると、面積比の統計的不確かさが𝜖𝜖���
より小さくなるために必要な測定時間は次式を満たす。 

 
1 ポアソン過程からのずれを表す𝑌𝑌�（あるゲート幅の中性子計数の分散と平均の比から 1 を引

いたもの）は検出効率に比例する 8)ため、検出効率が小さくなるにつれ中性子の検出がポアソ

ン過程に従うようになる。 
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𝑇𝑇� >
1 + �1 + 𝐶𝐶��𝐶𝐶� � ⋅ �−𝜌𝜌�

�𝐴𝐴�𝑇𝑇 � ⋅ 𝜖𝜖����
 (15)

 

2.3  未臨界度測定不確かさ 

式(15)に式(2)を代入すると次式を得る。 

𝑇𝑇� >
1 + �1 + 𝐶𝐶��𝐶𝐶� � ⋅ �−𝜌𝜌�

�𝑡𝑡�𝑇𝑇 � ⋅
𝐶𝐶�,���

1 − exp�−𝛼𝛼𝑡𝑡�� ⋅ 𝜖𝜖����
 (16)

測定時間を短縮するためには、𝐶𝐶�,���を大きくとれば良いが、不感時間に起因する不確かさの

ため、式(9)によって𝐶𝐶�,���の上限は抑えられている。したがって、測定時間の下限値は𝐶𝐶�,���が

式(9)で与えられる上限値を取るとき最小化される。この時、式(16)は次式で与えられる。 

𝑇𝑇� >
1 + �1 + 𝐶𝐶��𝐶𝐶� � ⋅ �−𝜌𝜌�

𝜖𝜖��� ⋅ 𝜖𝜖���� ⋅ 𝑡𝑡� ⋅
𝑌𝑌�𝛼𝛼𝑡𝑡��
�𝑡𝑡�𝑇𝑇 �

 (17)

ここで、面積比法による未臨界度測定不確かさが単純和𝜖𝜖 𝜖 𝜖𝜖��� + 𝜖𝜖��� で与えられると仮定す

る。この場合、式(17)の分母は𝜖𝜖��� ∙ �𝜖𝜖 − 𝜖𝜖�����となることから 𝜖𝜖��� 𝜖 𝜖𝜖 𝜖⁄  で式(17)の分母が最

大化され、測定時間の下限値が最小化される。したがって、測定時間について次の不等式を得

る。 

𝑇𝑇� > 27
4 ⋅

1 + �1 + 𝐶𝐶��𝐶𝐶� � ⋅ �−𝜌𝜌�
𝜖𝜖� ⋅ 𝑡𝑡� ⋅

𝑌𝑌�𝛼𝛼𝑡𝑡��
�𝑡𝑡�𝑇𝑇 �

 (18)

また、𝐶𝐶�,���の条件式(9)は次式に書き直される。 

𝐶𝐶�,��� <
1 − exp�−𝛼𝛼𝑡𝑡��

𝑌𝑌�𝛼𝛼𝑡𝑡�� ⋅ 𝜖𝜖
𝜖𝑡𝑡�  (19)

 

2.4  𝐷𝐷�𝑡𝑡�, 𝑓𝑓� 曲線の定義 

ADS は MA 燃料を装荷しているため、自発核分裂源（主に Cm-244）に起因する BG 成分が

存在する。計数率の遅発中性子成分はパルス平均のビーム電流値（すなわち、パルス平均の中

性子源強度）に比例する一方で、BG 成分は一定の値を取る。今、測定時のビーム電流値を𝐼𝐼、
計数率の遅発中性子成分が BG 成分と等しくなる時のビーム電流値を𝐼𝐼��とすると次式を得る。 

𝐶𝐶��
𝐶𝐶� 𝜖 𝐼𝐼��

𝐼𝐼  (20)

また、式(2)、式(20)、および𝐴𝐴� 𝜖 𝐶𝐶�𝑇𝑇 𝜖 𝐴𝐴� �−𝜌𝜌�⁄  であることに注意すると、次式が得られる。 

𝐶𝐶�,��� 𝜖
1 − exp�−𝛼𝛼𝑡𝑡��

𝑡𝑡� ⋅ 𝑇𝑇 ⋅ �−𝜌𝜌� ⋅ 𝐼𝐼
𝐼𝐼�� ⋅ 𝐶𝐶��  (21)

ここで、BG 成分に自発核分裂源由来の中性子のみを考慮し、自発核分裂源由来の中性子束を

𝜙𝜙��、検出器感度を𝑆𝑆 とすると、𝐶𝐶�� 𝜖 𝑆𝑆𝜙𝜙��となるため、次式を得る。 
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𝐶𝐶�,��� = 1 − exp�−𝛼𝛼𝛼𝛼��
𝛼𝛼�

⋅ 𝑇𝑇 ⋅ �−𝜌𝜌� ⋅ 𝐼𝐼
𝐼𝐼��

⋅ 𝑆𝑆𝑆𝑆�� (22)

式(20)を式(18)に、式(22)を式(19)に代入し整理すると、検出器感度と測定時間をパラメータと

する次の 2 つの不等式を得る。 

𝐷𝐷�𝛼𝛼�, 𝑓𝑓�  > 27
4 ⋅

1 � �1 � 𝐼𝐼��𝐼𝐼 � ⋅ �−𝜌𝜌�
𝜖𝜖� ⋅ 𝑇𝑇�

⋅ 𝛼𝛼� 

𝐷𝐷�𝛼𝛼�, 𝑓𝑓�  > 3𝛼𝛼�
𝜖𝜖 ⋅ �−𝜌𝜌� ⋅ 𝐼𝐼

𝐼𝐼��
⋅ 𝑆𝑆𝑆𝑆�� 

(23)

ただし、𝑓𝑓はパルス繰り返し（pulse repetition rate）で 𝑓𝑓 = 1 𝑇𝑇⁄  であり、𝐷𝐷�𝛼𝛼�, 𝑓𝑓�は次式で定義さ

れる。 

𝐷𝐷�𝛼𝛼�, 𝑓𝑓� ≡ 𝑓𝑓 ⋅ 𝛼𝛼�
𝑌𝑌�𝛼𝛼𝛼𝛼�� (24)

なお、𝐷𝐷�𝛼𝛼�, 𝑓𝑓� は𝛼𝛼� → 0の時、すなわち、パルスがデルタ関数の時、𝐷𝐷�𝛼𝛼�, 𝑓𝑓� → 2 𝑓𝑓 𝛼𝛼⁄ 、すなわ

ち即発中性子減衰定数で規格化されたパルス繰り返しの 2 倍の値となり、𝛼𝛼𝛼𝛼� ≫ 1の時、

𝐷𝐷�𝛼𝛼�, 𝑓𝑓� → 𝑓𝑓𝛼𝛼�、すなわち加速器のデューティ比（duty factor）となる。 

 式(23)に現れる値のうち、炉心の状態で決まるパラメータである𝛼𝛼、�−𝜌𝜌�、および𝑆𝑆��、検出

器の仕様で決まる𝛼𝛼�および 𝑆𝑆、許容される測定時間𝑇𝑇�および不確かさ𝜖𝜖は与条件である。したが

って、これらの値を与条件として、式(23)を満たす加速器パラメータであるビーム平均電流値

𝐼𝐼、パルス幅𝛼𝛼�、パルス繰り返し𝑓𝑓を探索する問題に換言された。例えば、式(23)からわかる通り、

パルス繰り返し、またはパルス幅を小さくするためには、許容不確かさが大きい、測定時間が

長い、不感時間が小さい、未臨界度が小さい、あるいは検出器感度が小さいことが求められる。 
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Fig. 2-1 未臨界度近接手順の説明 

（青色: 初期状態集合体位置、赤色: 追加される集合体、白色: 集合体装荷予定位置） 

 

 

Fig. 2-2 面積比法の説明 
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𝐶𝐶�,��� = 1 − exp�−𝛼𝛼𝛼𝛼��
𝛼𝛼�

⋅ 𝑇𝑇 ⋅ �−𝜌𝜌� ⋅ 𝐼𝐼
𝐼𝐼��

⋅ 𝑆𝑆𝑆𝑆�� (22)

式(20)を式(18)に、式(22)を式(19)に代入し整理すると、検出器感度と測定時間をパラメータと

する次の 2 つの不等式を得る。 

𝐷𝐷�𝛼𝛼�, 𝑓𝑓�  > 27
4 ⋅

1 � �1 � 𝐼𝐼��𝐼𝐼 � ⋅ �−𝜌𝜌�
𝜖𝜖� ⋅ 𝑇𝑇�

⋅ 𝛼𝛼� 

𝐷𝐷�𝛼𝛼�, 𝑓𝑓�  > 3𝛼𝛼�
𝜖𝜖 ⋅ �−𝜌𝜌� ⋅ 𝐼𝐼

𝐼𝐼��
⋅ 𝑆𝑆𝑆𝑆�� 

(23)

ただし、𝑓𝑓はパルス繰り返し（pulse repetition rate）で 𝑓𝑓 = 1 𝑇𝑇⁄  であり、𝐷𝐷�𝛼𝛼�, 𝑓𝑓�は次式で定義さ
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長い、不感時間が小さい、未臨界度が小さい、あるいは検出器感度が小さいことが求められる。 
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3. パラメータ検討 

 

前章の式導出から、炉心の状態で決まるパラメータを与条件として𝐷𝐷�𝑡𝑡�, 𝑓𝑓�曲線が式(23)を満

たすような加速器パラメータの探索が必要であることがわかった。本章では具体的な炉心パラ

メータの計算結果を示し、加速器パラメータの探索結果を示す。 

 

3.1  炉心パラメータの計算 

与条件である炉心パラメータを計算するため、本検討では連続エネルギーモンテカルロ計算

コード MCNP6.29)を用いた。本検討の計算モデルは JAEA で検討している ADS1)に基づいてお

り、径方向の出力分布を平坦化するために燃料母材である窒化ジルコニウムの重量割合が異な

る内側燃料集合体 102 体と外側燃料集合体 174 体の計 276 体からなる二層炉心で、固有値計算

によるサイクル初期の実効増倍率は約 0.98 である。本検討での窒化物燃料に対する窒化ジルコ

ニウムの重量比は内側燃料で 41.5 wt%、外側燃料で 31.7 wt%である。Table 3-1 に重核種の重量

比を示す。なお、重核種の重量比は内側燃料と外側燃料で同一のものを使用すると仮定した。

Fig 3.1 に計算モデル炉心の断面図を示す。 

運転前での面積比法による未臨界度測定は十分深い未臨界度の初期状態における未臨界度校

正のために最低 1 回は実施される必要があるが、未臨界度近接では燃料装荷中は中性子源増倍

法による未臨界度の相対的な変化のみが監視されるため、未臨界度校正および各燃料装荷ステ

ップの測定誤差が後段へと伝播する。燃料をすべて装荷した後の未臨界度の確度を向上させる

ためには、面積比法による未臨界度の再測定が望ましい。そこで本検討では、炉心初期状態（集

合体数 102 体）と燃料装荷後（集合体数 276 体）の両方について、炉心パラメータの計算を行

った。 

文献 3)の検討では、運転前の未臨界度校正時には内側燃料集合体 102 体のみが装荷されてい

る状態を仮定した。また、外側燃料集合体位置には反射体を装荷しており、燃料は反射体との

置換を以って装荷されると仮定した。この時の固有値計算による実効増倍率は約 0.82 で、ドル

単位の未臨界度�−𝜌𝜌�は約 120$であり、即発中性子減衰定数𝛼𝛼は4 × 10� s-1 であった。なお、内

側燃料集合体 102 体から発せられる自発核分裂源強度は6 × 10�� n/s であった。 

一般に面積比法では検出器の位置によって測定結果が依存する。文献 3)の検討において、1.5 

GeV 陽子ビームと LBE ターゲットによる核破砕中性子源を外部中性子源として固定源計算を

行い、面積比法の測定に最適な検出器位置の探索も行った。U-238 核分裂計数管を使用すると

仮定した場合の最適検出器位置は Fig. 3-1 に示されている（軸方向位置は燃料領域の中心とし

た）。なお、Fig. 3-1 には外側燃料領域も図示しているが、未臨界度校正時には燃料は装荷され

ていない状態である。この位置での自発核分裂源由来の中性子束𝜙𝜙��を求めるために、別途燃

料内に一様分布する自発核分裂源を外部中性子源とする固定源計算を行った。ただし、検出器

の詳細な形状が定まっていないことや、計算モデルの簡略化のため、MCNP6.2 メッシュタリー

機能を利用し、Fig. 3-1 でハッチングした領域の内部（x 方向 11.64 cm、y 方向 6.725 cm、z 方向

5 cm）で平均化した中性子束を求めた。検出器やガイドチューブ等の周辺の詳細な構造も考慮

していない。これらは今後の課題である。 
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核破砕中性子源を外部中性子源とした面積比法の計算を行い、1 陽子当たりの中性子束の遅

発中性子成分を求め、核破砕中性子源によって形成される中性子束の遅発中性子成分が、自発

核分裂源由来の中性子束レベルと等しくなるパルス平均のビーム電流値 𝐼𝐼�� を計算した。未臨

界度校正時では 𝐼𝐼�� ≈ 0.2 µA と計算された。𝐼𝐼�� ≈ 0.2 µA をパルス平均の核破砕中性子源強度

に換算すると 6 × 10�� n/s 程度であったが、検出される中性子のうち遅発中性子成分は全体の

1 %程度（∵ 𝐴𝐴� = 𝐴𝐴� �−𝜌𝜌�⁄ , �−𝜌𝜌� ≈ 120 $）であることから、未臨界度校正時では自発核分裂源

強度の 100 倍程度の強度が必要であることを示している。 

計算によって得られた燃料装荷前後の炉心パラメータの比較を Table 3-2 に示す。 

文献 3)の検討で面積比法の検出器位置依存性に起因する未臨界度不確かさは 20 %程度と暫

定的に決められた。本検討で考慮する測定不確かさはこの値より十分小さいものとして、𝜖𝜖 =
2 %を仮定した。 

中性子検出器には、ガンマ線のパルスを容易に弁別でき、かつ低計数率でも使用が可能な核

分裂計数管の使用を想定した。核分裂計数管は一般に不感時間が µs オーダー10)である。本検討

では、不感時間を𝑡𝑡� = 1 µs とした。 

 

3.2  加速器パラメータの決定 

与条件が前項の通り得られたため、式(23)を満たす加速器パラメータについて考える。ただ

し、本検討ではパルス幅は𝑡𝑡� = 10 µs で固定した。不感時間の影響は検出器の応答が最大計数

率を取る周辺で強く現れるため、パルス幅が狭いほど最大値に近い値を取る時間が短くなり面

積比の測定における不感時間の影響を低減できるが、数 µs 以下のパルス成形は難しいと予想

される。また、加速器のピーク電流値は不感時間の影響を低減するために小さい方が望ましい

が、定常運転時と大きく異なる電流値を使用する場合にはビームモニタの設定変更などを要す

ることから、自由度に制約のあるパラメータである。定常運転時には陽子加速器はおよそ 20 mA

の連続ビームで運転されることが想定されていることから 1)、本検討ではピーク電流値を 3 mA

と仮定した。 

今、パルス幅とピーク電流値が固定であるため、式(23)はパルス繰り返し（またはパルス平均

のビーム電流値）のみの最適化問題となる。Fig. 3-2 に、炉心が未臨界度校正を行う初期状態に

おいて、いくつかの検出器感度および許容測定時間について式(23)の曲線および𝐷𝐷�𝑡𝑡�, 𝑓𝑓�を横軸

をパルス繰り返しまたはパルス平均ビーム電流値として図示する。なお、核破砕中性子源によ

る計数率の遅発中性子成分と BG 成分との弁別をよくするため、平均電流値は𝐼𝐼 𝐼 2 µA の範囲

での検討を行った。Fig. 3-2 から𝐷𝐷�𝑡𝑡�, 𝑓𝑓�が式(23)を満たすためには検出器の感度は𝑆𝑆 𝑆 10��� 

cps/nv である必要があることがわかる。また、実用的な連続測定時間は𝑇𝑇� 𝑆 10 h 程度とする

と、𝐷𝐷�𝑡𝑡�, 𝑓𝑓�が式(23)を満たすためにはパルス繰り返しはおよそ 200 Hz、パルス平均のビーム電

流値は 6 µA 程度であることがわかった。 

同様に、燃料装荷後のパラメータの検討を行った。Fig. 3-3 に、燃料装荷後の炉心における

Fig. 3-2 と同様の図を示す。Fig. 3-3 から、初期状態でのパルス繰り返しと同じ 200 Hz（パルス

平均ビーム電流値 6 µA）を仮定すると、𝐷𝐷�𝑡𝑡�, 𝑓𝑓�は𝑇𝑇� = 1 h の曲線の上側に位置しており、1 時

間未満での測定が可能であることがわかる。一方、𝑆𝑆 = 10���  cps/nv の線よりわずかに下側に
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行い、面積比法の測定に最適な検出器位置の探索も行った。U-238 核分裂計数管を使用すると

仮定した場合の最適検出器位置は Fig. 3-1 に示されている（軸方向位置は燃料領域の中心とし

た）。なお、Fig. 3-1 には外側燃料領域も図示しているが、未臨界度校正時には燃料は装荷され

ていない状態である。この位置での自発核分裂源由来の中性子束𝜙𝜙��を求めるために、別途燃

料内に一様分布する自発核分裂源を外部中性子源とする固定源計算を行った。ただし、検出器

の詳細な形状が定まっていないことや、計算モデルの簡略化のため、MCNP6.2 メッシュタリー
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していない。これらは今後の課題である。 
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来ていることから、検出器の感度は未臨界度校正時のものよりわずかに低感度のものを用いる

ことが好ましいが、おおむね適合することがわかった。 

 

3.3  核分裂計数管のサンプル核種塗布量 

前節の検討で、検出器感度は𝑆𝑆 𝑆 𝑆𝑆��� cps/nv である必要があることがわかった。MCNP6.2

による解析では、核分裂計数管のサンプル核種に高速中性子に対して大きな核分裂断面積を持

つ U-238 を用いると仮定した場合、今回の検討で求めた最適検出器位置では U-238 の 1 原子当

たりの核分裂反応率𝐹𝐹は中性子束𝜙𝜙�� = 4 × 𝑆𝑆� cm-2s-1に対して𝐹𝐹 = 𝐹𝐹𝑆 × 𝑆𝑆��� s-1atom-1と計算

された。今、検出器中の U-238 が𝑁𝑁個存在し、そのすべての核分裂反応がすべて計数として数

えられると仮定すると、𝐶𝐶�� = 𝑁𝑁𝐹𝐹 = 𝑆𝑆𝜙𝜙�� であるから、検出器感度を𝑆𝑆 𝑆 𝑆𝑆��� cps/nv とする

と𝑁𝑁 = 𝐹 × 𝑆𝑆�� atom、すなわち塗布量としては 0.08 µg となる。 

過去の JAEA での MA 核種を用いた核分裂計数管の製作 11)では、数 µg～数十 µg の塗布量で

あった。核種・元素が異なるが、0.1 µg 未満の塗布量での製作が可能か検討する必要がある。

なお、核分裂計数管に Th-232 を用いる場合、中性子束𝜙𝜙�� = 4 × 𝑆𝑆�  cm-2s-1 に対して𝐹𝐹 =
5𝐹𝑆 × 𝑆𝑆��� s-1atom-1 であるため、塗布量は約 0.3 µg と増やすことができる。U-238 には熱中性

子に対して特に核分裂断面積が大きい U-235 が随伴するため、感度を増加させてしまう可能性

がある。劣化ウランを用いるとしても U-235 が 0.2 %程度随伴する。一方で、天然 Th 中の Th-

232 の存在比は 100%であることから、Th-232 を用いる方が ADS での面積比法の測定により適

している可能性がある。 

 

3.4  今後の課題 

本検討では、即発中性子減衰定数や未臨界度など炉心の状態によって決まるパラメータを与

条件とし、許容測定不確かさ未満で面積比法の測定が可能な加速器パラメータの探索を行った。

本検討では検出器の不感時間に起因する測定誤差と中性子検出がポアソン過程に従うと仮定し

た場合の計数率の統計誤差を考えたが、不感時間補正が可能であればより大きな計数率が許容

され、結果として測定時間の短縮につながる。文献 12)ではパルス中性子源実験における不感

時間の測定方法と計数率の補正方法の具体的処方を提示しており、測定時間の短縮に向けてこ

の手法の適用が期待できる。また、本検討では未臨界度校正に 1.5 GeV の陽子加速器を用いる

ことを仮定したが、運転時とは異なるピーク電流値 3 mA、パルスモードでの運転となるため、

運転シナリオ策定時に加速器の調整にかかる時間を見込む必要がある。ただし、炉心上部にビ

ームダンプ部を設けることで、燃料装荷とは並行に行うことができると予想できるので、炉心

へのビーム導入部の据付と調整のみ検討すればよい。本検討では、許容測定時間に 10 時間程度

を見込んでいる。炉心対称位置に検出器を複数配置することで計数率の統計誤差が改善され、

より短い時間で測定できると予想されるが、運転シナリオ策定において 1 日程度要すると見込

む必要がある。 
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Table 3-1 重核種の重量比 

核種 
重量比 

(wt%) 
核種 

重量比 

(wt%) 
U-234 0.01  Am-241 24.39  

Np-237 36.06  Am-242m 0.05  
Pu-238 0.62  Am-243 10.21  
Pu-239 14.09  Cm-243 0.02  
Pu-240 6.50  Cm-244 3.11  
Pu-241 2.81  Cm-245 0.30  
Pu-242 1.80  Cm-246 0.03  

 

 

Table 3-2 炉心パラメータ計算結果 

パラメータ 初期状態 燃料装荷後 

集合体数 102 276 

実効増倍率 0.82 0.98 

(−ρ) [$] 120 10 

α [s-1] 4 × 105 8 × 104 

IBG [μA] 0.2 0.07 

ϕBG [cm-2s-1] 4 × 108 5 × 109 

F [s-1atom-1] 2 × 10−17 2 × 10−16 
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来ていることから、検出器の感度は未臨界度校正時のものよりわずかに低感度のものを用いる
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3.3  核分裂計数管のサンプル核種塗布量 

前節の検討で、検出器感度は𝑆𝑆 𝑆 𝑆𝑆��� cps/nv である必要があることがわかった。MCNP6.2

による解析では、核分裂計数管のサンプル核種に高速中性子に対して大きな核分裂断面積を持

つ U-238 を用いると仮定した場合、今回の検討で求めた最適検出器位置では U-238 の 1 原子当

たりの核分裂反応率𝐹𝐹は中性子束𝜙𝜙�� = 4 × 𝑆𝑆� cm-2s-1に対して𝐹𝐹 = 𝐹𝐹𝑆 × 𝑆𝑆��� s-1atom-1と計算

された。今、検出器中の U-238 が𝑁𝑁個存在し、そのすべての核分裂反応がすべて計数として数

えられると仮定すると、𝐶𝐶�� = 𝑁𝑁𝐹𝐹 = 𝑆𝑆𝜙𝜙�� であるから、検出器感度を𝑆𝑆 𝑆 𝑆𝑆��� cps/nv とする

と𝑁𝑁 = 𝐹 × 𝑆𝑆�� atom、すなわち塗布量としては 0.08 µg となる。 

過去の JAEA での MA 核種を用いた核分裂計数管の製作 11)では、数 µg～数十 µg の塗布量で

あった。核種・元素が異なるが、0.1 µg 未満の塗布量での製作が可能か検討する必要がある。

なお、核分裂計数管に Th-232 を用いる場合、中性子束𝜙𝜙�� = 4 × 𝑆𝑆�  cm-2s-1 に対して𝐹𝐹 =
5𝐹𝑆 × 𝑆𝑆��� s-1atom-1 であるため、塗布量は約 0.3 µg と増やすことができる。U-238 には熱中性

子に対して特に核分裂断面積が大きい U-235 が随伴するため、感度を増加させてしまう可能性

がある。劣化ウランを用いるとしても U-235 が 0.2 %程度随伴する。一方で、天然 Th 中の Th-

232 の存在比は 100%であることから、Th-232 を用いる方が ADS での面積比法の測定により適

している可能性がある。 

 

3.4  今後の課題 

本検討では、即発中性子減衰定数や未臨界度など炉心の状態によって決まるパラメータを与

条件とし、許容測定不確かさ未満で面積比法の測定が可能な加速器パラメータの探索を行った。

本検討では検出器の不感時間に起因する測定誤差と中性子検出がポアソン過程に従うと仮定し

た場合の計数率の統計誤差を考えたが、不感時間補正が可能であればより大きな計数率が許容

され、結果として測定時間の短縮につながる。文献 12)ではパルス中性子源実験における不感

時間の測定方法と計数率の補正方法の具体的処方を提示しており、測定時間の短縮に向けてこ

の手法の適用が期待できる。また、本検討では未臨界度校正に 1.5 GeV の陽子加速器を用いる

ことを仮定したが、運転時とは異なるピーク電流値 3 mA、パルスモードでの運転となるため、

運転シナリオ策定時に加速器の調整にかかる時間を見込む必要がある。ただし、炉心上部にビ

ームダンプ部を設けることで、燃料装荷とは並行に行うことができると予想できるので、炉心

へのビーム導入部の据付と調整のみ検討すればよい。本検討では、許容測定時間に 10 時間程度

を見込んでいる。炉心対称位置に検出器を複数配置することで計数率の統計誤差が改善され、

より短い時間で測定できると予想されるが、運転シナリオ策定において 1 日程度要すると見込

む必要がある。 

  

JAEA-Research 2021-016

- 11 -



    - 12 -

 
Fig. 3-1 炉心体系図 
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                             (a) 対パルス繰り返し 

 

                            (b) 対パルス平均ビーム電流値 

Fig. 3-2 未臨界度校正時（実効増倍率: 0.82）の𝐷𝐷�𝑡𝑡�, 𝑓𝑓� 曲線図 
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                             (a) 対パルス繰り返し 

 

                            (b) 対パルス平均ビーム電流値 

Fig. 3-3 燃料装荷後（実効増倍率: 0.98）の𝐷𝐷�𝑡𝑡�, 𝑓𝑓� 曲線図 
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4. 結論 

 

運転前の ADS 炉心を安全に所定の未臨界度へ近接させる手順を提案している。この手順で

は、1.5 GeV の陽子加速器をパルスモードで運転して面積比法の測定を行うことで、初期状態

の ADS 炉心の未臨界度校正することを想定している。本報告書では、検出器の不感時間に起因

する測定誤差と計数率の統計誤差を考え、これらの線形和が許容誤差未満になる加速器パラメ

ータの探索を行った。その結果、未臨界度の許容測定誤差を 2 %、許容測定時間を 10 時間程度

とした場合には、ピーク電流値 3 mA、パルス幅 10 µs、パルス繰り返し 200 Hz を得た。また、

検出器に核分裂計数管を用いることを仮定した場合のサンプル核種の塗布量についても考え、

U-238 を用いる場合には 0.08 µg、Th-232 を用いる場合には 0.3 µg 程度と試算した。また、今後

の課題の抽出も行った。 
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Fig. 3-3 燃料装荷後（実効増倍率: 0.98）の𝐷𝐷�𝑡𝑡�, 𝑓𝑓� 曲線図 
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国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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乗数 名称 名称記号 記号乗数



国際単位系（SI）

1024 ヨ タ Ｙ 10-1 デ シ d
1021 ゼ タ Ｚ 10-2 セ ン チ c
1018 エ ク サ Ｅ 10-3 ミ リ m
1015 ペ タ Ｐ 10-6 マイクロ µ
1012 テ ラ Ｔ 10-9 ナ ノ n
109 ギ ガ Ｇ 10-12 ピ コ p
106 メ ガ Ｍ 10-15 フェムト f
103 キ ロ ｋ 10-18 ア ト a
102 ヘ ク ト ｈ 10-21 ゼ プ ト z
101 デ カ da 10-24 ヨ ク ト y

表５．SI 接頭語

名称 記号 SI 単位による値

分 min 1 min=60 s
時 h 1 h =60 min=3600 s
日 d 1 d=24 h=86 400 s
度 ° 1°=(π/180) rad
分 ’ 1’=(1/60)°=(π/10 800) rad
秒 ” 1”=(1/60)’=(π/648 000) rad

ヘクタール ha 1 ha=1 hm2=104m2

リットル L，l 1 L=1 l=1 dm3=103cm3=10-3m3

トン t 1 t=103 kg

表６．SIに属さないが、SIと併用される単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

電 子 ボ ル ト eV 1 eV=1.602 176 53(14)×10-19J
ダ ル ト ン Da 1 Da=1.660 538 86(28)×10-27kg
統一原子質量単位 u 1 u=1 Da
天 文 単 位 ua 1 ua=1.495 978 706 91(6)×1011m

表７．SIに属さないが、SIと併用される単位で、SI単位で
表される数値が実験的に得られるもの

名称 記号 SI 単位で表される数値

キ ュ リ ー Ci 1 Ci=3.7×1010Bq
レ ン ト ゲ ン R 1 R = 2.58×10-4C/kg
ラ ド rad 1 rad=1cGy=10-2Gy
レ ム rem 1 rem=1 cSv=10-2Sv
ガ ン マ γ 1γ=1 nT=10-9T
フ ェ ル ミ 1フェルミ=1 fm=10-15m
メートル系カラット 1 メートル系カラット = 0.2 g = 2×10-4kg
ト ル Torr 1 Torr = (101 325/760) Pa
標 準 大 気 圧 atm 1 atm = 101 325 Pa

1 cal=4.1858J（｢15℃｣カロリー），4.1868J
（｢IT｣カロリー），4.184J （｢熱化学｣カロリー）

ミ ク ロ ン µ  1 µ =1µm=10-6m

表10．SIに属さないその他の単位の例

カ ロ リ ー cal

(a)SI接頭語は固有の名称と記号を持つ組立単位と組み合わせても使用できる。しかし接頭語を付した単位はもはや
　コヒーレントではない。
(b)ラジアンとステラジアンは数字の１に対する単位の特別な名称で、量についての情報をつたえるために使われる。

　実際には、使用する時には記号rad及びsrが用いられるが、習慣として組立単位としての記号である数字の１は明
　示されない。
(c)測光学ではステラジアンという名称と記号srを単位の表し方の中に、そのまま維持している。

(d)ヘルツは周期現象についてのみ、ベクレルは放射性核種の統計的過程についてのみ使用される。

(e)セルシウス度はケルビンの特別な名称で、セルシウス温度を表すために使用される。セルシウス度とケルビンの

　 単位の大きさは同一である。したがって、温度差や温度間隔を表す数値はどちらの単位で表しても同じである。

(f)放射性核種の放射能（activity referred to a radionuclide）は、しばしば誤った用語で”radioactivity”と記される。

(g)単位シーベルト（PV,2002,70,205）についてはCIPM勧告2（CI-2002）を参照。

（a）量濃度（amount concentration）は臨床化学の分野では物質濃度

　　（substance concentration）ともよばれる。
（b）これらは無次元量あるいは次元１をもつ量であるが、そのこと
 　　を表す単位記号である数字の１は通常は表記しない。

名称 記号
SI 基本単位による

表し方

秒ルカスパ度粘 Pa s m-1 kg s-1

力 の モ ー メ ン ト ニュートンメートル N m m2 kg s-2

表 面 張 力 ニュートン毎メートル N/m kg s-2

角 速 度 ラジアン毎秒 rad/s m m-1 s-1=s-1

角 加 速 度 ラジアン毎秒毎秒 rad/s2 m m-1 s-2=s-2

熱 流 密 度 , 放 射 照 度 ワット毎平方メートル W/m2 kg s-3

熱 容 量 , エ ン ト ロ ピ ー ジュール毎ケルビン J/K m2 kg s-2 K-1

比熱容量，比エントロピー ジュール毎キログラム毎ケルビン J/(kg K) m2 s-2 K-1

比 エ ネ ル ギ ー ジュール毎キログラム J/kg m2 s-2

熱 伝 導 率 ワット毎メートル毎ケルビン W/(m K) m kg s-3 K-1

体 積 エ ネ ル ギ ー ジュール毎立方メートル J/m3 m-1 kg s-2

電 界 の 強 さ ボルト毎メートル V/m m kg s-3 A-1

電 荷 密 度 クーロン毎立方メートル C/m3 m-3 s A
表 面 電 荷 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
電 束 密 度 ， 電 気 変 位 クーロン毎平方メートル C/m2 m-2 s A
誘 電 率 ファラド毎メートル F/m m-3 kg-1 s4 A2

透 磁 率 ヘンリー毎メートル H/m m kg s-2 A-2

モ ル エ ネ ル ギ ー ジュール毎モル J/mol m2 kg s-2 mol-1

モルエントロピー, モル熱容量ジュール毎モル毎ケルビン J/(mol K) m2 kg s-2 K-1 mol-1

照射線量（Ｘ線及びγ線） クーロン毎キログラム C/kg kg-1 s A
吸 収 線 量 率 グレイ毎秒 Gy/s m2 s-3

放 射 強 度 ワット毎ステラジアン W/sr m4 m-2 kg s-3=m2 kg s-3

放 射 輝 度 ワット毎平方メートル毎ステラジアン W/(m2 sr) m2 m-2 kg s-3=kg s-3

酵 素 活 性 濃 度 カタール毎立方メートル kat/m3 m-3 s-1 mol

表４．単位の中に固有の名称と記号を含むSI組立単位の例

組立量
SI 組立単位

名称 記号

面 積 平方メートル m2

体 積 立方メートル m3

速 さ ， 速 度 メートル毎秒 m/s
加 速 度 メートル毎秒毎秒 m/s2

波 数 毎メートル m-1

密 度 ， 質 量 密 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

面 積 密 度 キログラム毎平方メートル kg/m2

比 体 積 立方メートル毎キログラム m3/kg
電 流 密 度 アンペア毎平方メートル A/m2

磁 界 の 強 さ アンペア毎メートル A/m
量 濃 度 (a) ， 濃 度 モル毎立方メートル mol/m3

質 量 濃 度 キログラム毎立方メートル kg/m3

輝 度 カンデラ毎平方メートル cd/m2

屈 折 率 (b) （数字の）　１ 1
比 透 磁 率 (b) （数字の）　１ 1

組立量
SI 組立単位

表２．基本単位を用いて表されるSI組立単位の例

名称 記号
他のSI単位による

表し方
SI基本単位による

表し方
平 面 角 ラジアン(ｂ) rad 1（ｂ） m/m
立 体 角 ステラジアン(ｂ) sr(c) 1（ｂ） m2/m2

周 波 数 ヘルツ（ｄ） Hz s-1

ントーュニ力 N m kg s-2

圧 力 , 応 力 パスカル Pa N/m2 m-1 kg s-2

エ ネ ル ギ ー , 仕 事 , 熱 量 ジュール J N m m2 kg s-2

仕 事 率 ， 工 率 ， 放 射 束 ワット W J/s m2 kg s-3

電 荷 , 電 気 量 クーロン A sC
電 位 差 （ 電 圧 ） , 起 電 力 ボルト V W/A m2 kg s-3 A-1

静 電 容 量 ファラド F C/V m-2 kg-1 s4 A2

電 気 抵 抗 オーム Ω V/A m2 kg s-3 A-2

コ ン ダ ク タ ン ス ジーメンス S A/V m-2 kg-1 s3 A2

バーエウ束磁 Wb Vs m2 kg s-2 A-1

磁 束 密 度 テスラ T Wb/m2 kg s-2 A-1

イ ン ダ ク タ ン ス ヘンリー H Wb/A m2 kg s-2 A-2

セ ル シ ウ ス 温 度 セルシウス度(ｅ) ℃ K
ンメール束光 lm cd sr(c) cd

スクル度照 lx lm/m2 m-2 cd
放射性核種の放射能（ ｆ ） ベクレル（ｄ） Bq s-1

吸収線量, 比エネルギー分与,
カーマ

グレイ Gy J/kg m2 s-2

線量当量, 周辺線量当量,
方向性線量当量, 個人線量当量

シーベルト（ｇ） Sv J/kg m2 s-2

酸 素 活 性 カタール kat s-1 mol

表３．固有の名称と記号で表されるSI組立単位
SI 組立単位

組立量

名称 記号 SI 単位で表される数値

バ ー ル bar １bar=0.1MPa=100 kPa=105Pa
水銀柱ミリメートル mmHg １mmHg≈133.322Pa
オングストローム Å １Å=0.1nm=100pm=10-10m
海 里 Ｍ １M=1852m
バ ー ン b １b=100fm2=(10-12cm)  =10-28m22

ノ ッ ト kn １kn=(1852/3600)m/s
ネ ー パ Np
ベ ル Ｂ

デ シ ベ ル dB       

表８．SIに属さないが、SIと併用されるその他の単位

SI単位との数値的な関係は、
　　　　対数量の定義に依存。

名称 記号

長 さ メ ー ト ル m
質 量 キログラム kg
時 間 秒 s
電 流 ア ン ペ ア A
熱力学温度 ケ ル ビ ン K
物 質 量 モ ル mol
光 度 カ ン デ ラ cd

基本量
SI 基本単位

表１．SI 基本単位

名称 記号 SI 単位で表される数値

エ ル グ erg 1 erg=10-7 J
ダ イ ン dyn 1 dyn=10-5N
ポ ア ズ P 1 P=1 dyn s cm-2=0.1Pa s
ス ト ー ク ス St 1 St =1cm2 s-1=10-4m2 s-1

ス チ ル ブ sb 1 sb =1cd cm-2=104cd m-2

フ ォ ト ph 1 ph=1cd sr cm-2 =104lx
ガ ル Gal 1 Gal =1cm s-2=10-2ms-2

マ ク ス ウ エ ル Mx 1 Mx = 1G cm2=10-8Wb
ガ ウ ス G 1 G =1Mx cm-2 =10-4T
エルステッド（ ａ ） Oe 1 Oe　  (103/4π)A m-1

表９．固有の名称をもつCGS組立単位

（a）３元系のCGS単位系とSIでは直接比較できないため、等号「　　 」

　　 は対応関係を示すものである。
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